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犯罪、事故、消費者被害がないまちづくりの推進

成果指標
平成32年度
目標

平成29年度末
実績 単位

100以下 86 件

260 293 件

後期基本計画策定時の「現状」と「課題」

社会情勢・市民ニーズの変化

現在の「現状」と「課題」

基本施策の「成果」

改善点

・高齢者を対象とした交通安全講習会での危険予測トレーニングや先進安全技術搭載車試乗体験の実施など、高齢者に対する効果的な啓発活動により、高齢者
事故の防止を図る。
・複雑・多様化した消費者被害の事案に的確に対応するため、体制強化に加え、国民生活センター主催の研修会、県下相談員による事例研修会への積極的な参
加、相談員相互の情報共有の徹底など、消費生活相談員の資質向上を図っていく。

現　　状

・犯罪件数は減少傾向にあるが、高齢者に対する特殊詐欺や女性、子どもを狙った付きまとい事案が後を絶たない。
・交通事故での人身事故件数は減少傾向にあるが、高齢者が当事者となる事故の割合は高くなっている。
・消費者を取り巻く環境が複雑・多様化し、インターネット取引きに関する被害や特殊詐欺などの消費者被害が、身近なところで起きてい
る。

課　　題
・粗暴犯罪や凶悪犯罪の対策として地域と行政が連携した防犯対策が必要。
・高齢者の事故防止を重点目標とし、交通安全対策の強化や交通事故のない安全で安心なまちづくりを進めることが必要。
・相談窓口の強化や消費者教育の推進が必要。

・全国的に高齢者ドライバーによる逆走やブレーキの踏み間違いなどの重大事故が多発し、社会問題となっており、高齢者の交通安全対策が求められている。
・道路交通法が改正され７５歳以上の運転者への適性検査制度の見直しや臨時認知機能検査の実施、高齢者講習方法などが新設された。
・消費者の利益保護に向け、取消権の拡大、規制対象の拡大を図り消費者契約法や特定商取引法が改正された。
・窓口への相談件数は大野市消費者相談センターの認知も広がり増加しているが、問い合わせや情報提供が多く、実質的な相談である斡旋や調停の件数は特
に増えていない。啓発や消費者教育活動での事例紹介などに加えマスコミ報道も「かしこい消費者づくり」に役立っているが、消費者の権利を過大に要求する事例
も生じている。
・国の消費者基本計画に定める「地域の活性化や雇用なども含む、人や社会・環境に配慮した消費行動」を実践できる倫理的消費者の育成が求められている。

課　　題
・運転免許証自主返納の促進など、高齢者が当事者となる交通事故の防止
・警察署等と連携したシートベルト装着等の交通ルール順守の徹底
・特殊詐欺など高度な手口の消費者被害の防止と対応

成　　果

・刑法犯認知件数は年間100件以内を維持しており、犯罪抑止を図ることができている。
・交通安全教室の実施や交通対策協議会と連携した各種啓発活動、運転免許証自主返納支援事業などにより、（市民の交通安全意識
　の向上を図ることができた。）平成２９年度の人身事故件数は減少しており、交通事故の抑止につながった。
・相談員2名とも「消費生活相談員資格」という国家資格を取得し、きめ細かい消費者相談や積極的な消費者教育に取り組み、消費者被
害の救済、未然防止を図ることができた。

現　　状
・市民の交通安全意識の向上を図っているが、高齢者が当事者となる事故の割合が依然として高い状況である。また、シートベルト装着
義務違反者の割合が県内市町の中でも高くなっている。
・消費者相談センターにおいて消費者相談、各種啓発活動などを行い、情報提供や斡旋・調停に努めている。

刑法犯認知件数

交通安全対策の推進

消費者生活の安全の確保

消費者相談センター
相談件数

センターは市民の相談窓口として広く利用されて
おり、あっせん解決にもつなげることができてい
る。

施策２

施策３

Ｂ

Ａ

指　　標 内　　容 平成２９年度の成果の検証

1年間の犯罪認知件数が目標を下回った大野市における刑法犯認知年間件数

消費者相談センターに相談があった事前相談、問い
合わせへの助言、相手方とのあっせん（協議）などの
年間件数
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